
１１１１　　　　総括総括総括総括

 ((((1111) ) ) ) 人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

（参考）

(注)　人件費には、一般職員の給料、諸手当、退職手当のほか、特別職に支給される給料などを含む。

((((2222) ) ) ) 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成２６年４月１日現在の人数である。
      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、
　　　　職員数には当該職員を含んでいない。

((((3333) ) ) ) ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

一人当たり

２６年度

2,659

　　　　　千円

期末・勤勉手当給　 料　　　　　　Ａ 職員手当

2,462,628 3,867,811

千円 千円 千円

6,3786,151

人 千円

10,024,302

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（２７年１月１日）

岐阜市の給与・定員管理等について

Ｂ／Ａ

人 件 費 率

16.9

２６年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

（参考）類似団体平均

人　

実 質 収 支

7,557,331

２５年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

155,029,698415,520 17.7

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　％

26,155,269

人 件 費

　　　　　　Ｂ

給与費 B/A

16,354,741

　　計　　Ｂ

千円

一人当たり給与費

110.0

1

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）
　　　を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
　　　３　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の
　　　　　値である。

※平成２７年４月１日のライスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している場合、
　　③１００を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

高年齢層における管理職の構成比が国より高いことにより、ラスパイレス指数が１００を超えている。

また、平成２４年度から平成２５年度まで、国における特例減額により、相対的にラスパイレス指数が上

昇しているが、本市においても、平成２５年７月から平成２６年３月にかけ、特例減額を実施した。

本市では、近年、国に先んじて高年齢層の職員の昇給抑制を行うなど、人事院勧告を適正に実施するとと

もに、昇給制度も大きく見直し、平成27年度給与制度の総合的見直しについて完全実施するなど、給与の適

正化に努めている。

H24.4.1

101.4 
H24.4.1

100.9 
H24.4.1

99.1 

H25.4.1

101.5 H25.4.1

100.1 H25.4.1

98.5 

H26.4.1

101.9 
H26.4.1

99.9 H26.4.1

98.6

H27.4.1

100.5
H27.4.1

100.1 H27.4.1

98.7

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

岐阜市 類似団体平均 全国市平均
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((((4444) ) ) ) 給与制度給与制度給与制度給与制度のののの総合的見直総合的見直総合的見直総合的見直しのしのしのしの実施状況実施状況実施状況実施状況についてについてについてについて

①給料表の見直し

[　実施　]

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合にはその理由））

②地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（参考）

国基準による支給割合

岐阜市の支給割合

平成２６年度
の支給割合

３％

３％

4月1日時点

平成27年度支給割合

遡及改定後

４％

４％

１％

１％

見直し後の
支給割合
（H28.4.1）

６％

６％

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割

合の見直し等に取り組むとされている。

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。激変緩和のため、３年

間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

（支給割合）国基準６％に対し、岐阜市においても６％を支給

（実施時期）平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、平成２７年度は５％

2

③その他見直し内容

２２２２　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況

 ( ( ( (1111) ) ) ) 職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円41.8

岐阜県 406,585

国

364,565320,949岐阜市

区　　分

40.8

367,199

369,585類似団体

（国比較ベース）

42.7

43.5

323,570

334,283 408,996―

平均給料月額 平均給与月額

420,468

334,009

418,632

平均給与月額平均年齢

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割

合の見直し等に取り組むとされている。

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。激変緩和のため、３年

間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

（支給割合）国基準６％に対し、岐阜市においても６％を支給

（実施時期）平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、平成２７年度は５％

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施（平成２７年４月１日実施）
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　　　　②技能労務職

参考

－

1.4

1.4

1.9

1.6

－

－

－

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成２４～２６年の３ヶ年平均）

う ち 守 衛

346,885 円

－

う ち 用 務 員

143 人

－－

5,833,468 円

う ち 用 務 員

う ち 守 衛

289,500 円

－

365,971 円

岐阜市

59.0 歳

用務員

396,920 円

54.6 歳

362,614 円

公　務　員

（Ａ）

52.9 歳

廃棄物処理
業従業員

守衛

388,685 円

4 人

347,136 円 45.3 歳調理士

358,785 円 －

う ち 清 掃 職 員 52.3 歳

239 人 329,930 円

平均給与月額区　　分
平均年齢

う ち 学 校 給 食 員

－

44.9 歳329,397 円

200,300 円335,450 円 373,523 円

257,600 円

平均給与月額

（Ｂ）

対応する民
間の類似職

種

平均給与月額
職員数

民　　間

122 人 361,130 円

（国比較ベース）
平均年齢平均給料月額 Ａ／Ｂ

Ｃ／Ｄ

3,952,300 円

区　　分

（Ｃ）

3,649,900 円

公務員

6,074,876 円

250,100 円

－

－

－ －

359,465 円

329,517 円54.1 歳

306,366 円

30 人

54.4 歳 38 人

う ち 学 校 給 食 員

（Ｄ）

332,281 円

2,774,400 円

う ち 清 掃 職 員

参考

岐阜県

岐阜市

－48.1 歳

1.7

322,015 円

－

289,141 円 328,318 円50.2 歳 2,994 人 －

365,790 円

3,417,900 円

6,243,068 円

民間

51.2 歳

6,310,240 円

281 人

2.2

1.7

－

392,564 円

年収ベース（試算値）の比較

327,125 円

47.8 歳

類似団体 396,638 円

国

1.6

－

－

3

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成２４～２６年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された

期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　　　③教育職

 ア　大学（短期大学）教育職

歳 円 円

イ　高等（特殊・専修・各種）学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

ウ　小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手　　　　　 
　　　　当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされ
　　　　ているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額(国比較ベース)」は、比較のため国家公務員と同じベース(＝時間外勤務手当

　　　　等を除いたもの)で算出している。

418,017

410,580

372,341

岐阜市

類似団体

平均給与月額

361,175

393,751

471,502

平均給与月額

390,431 456,378

318,304

46.1

42.8

平均年齢

平均給与月額

平均給料月額平 均 年 齢区　　分

岐阜県 42.6

岐阜県

岐阜市

平均給料月額

42.8

平均給料月額

44.5

370,977

371,716

39.8類似団体

平 均 年 齢

459,987

区　　分

岐阜市 409,514

区　　分

413,807

41.7

3



（（（（2222) ) ) ) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円

円

（（（（3333) ) ) ) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

※金額表示の無いものは、該当する経験年数を有する職員がいないものです。

３３３３　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況
（（（（1111) ) ) ) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数及級別職員数及級別職員数及級別職員数及びびびび給料表給料表給料表給料表のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

358,950

309,433

472,850

経験年数３０年

442,293

388,800

　　　　　　　　人

457,200 526,300

　　　　　　　　円

406,900 467,400

国

2.1

7.9

142,100

　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

大　学　卒 379,000

大　学　卒

　　　　　　　　円

－

高　校　卒

183,300
一般行政職

大　学　卒

高　校　卒 －

－ 325,456

480,000

－

1号給の
給料月額

標準的な職務内容

経験年数１０年

3.3

経験年数２０年

364,567

291,500

経験年数２５年

402,023258,002

副参事

技能労務職 高　校　卒

大学教育職

参事

参与

284,200

149,300

６　　級

28

　　　　　　　　％
９　　級

構成比

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

107

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

45

　　　　　　　　人 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

361,300 443,700

　　　　　　　　円

高　校　卒

210,000

146,700

７　　級
　　　　　　　　％

174,200

147,000技能労務職

区　　　　分

岐　阜　市区　　　　　分

大　学　卒

　　　　　　　　円

325,100

８　　級

一般行政職

最高号給の
給料月額

184,300

区　　分 職員数

－

149,000

岐　阜　県

大学教育職

主幹

4

（注）１　岐阜市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

66

　　　　　　　　円

317,000 409,000

５　　級

　　　　　　　　人

369

146

4.9

主査

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

６　　級

副主幹

１　　級
4.2

24.1

　　　　　　　　％

４　　級

　　　　　　　　％

副主査・主任

326

10.8

　　　　　　　　％

15.3

27.4

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

主任主事・主任技師
　　　　　　　　人

206

３　　級

246,100

２　　級

　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

140,100
主事・技師

57

主幹

　　　　　　　　％

　　　　　　　　円

226,400 365,800

　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

190,200 303,000

　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

286,200 394,400

　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

259,900 392,300
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（（（（2222) ) ) ) 昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況
　 １．勤務成績の評定の実施状況

　平成１５年度から人事考課制度を導入し、全職員を対象に能力・業績等の評価を実施している。
２．昇給への勤務成績の反映状況
　人事考課制度により５段階（Ｓ～Ｄ）の評価を実施し、その評価結果を参考として昇給区分（一般職員の場合Ａ：７号給以
上、Ｂ：５号給、Ｃ：３号給（標準）、Ｄ：１号給、Ｅ：昇給しないの５段階）を決定している。
　平成２７年４月１日の昇給において、一般行政職１，３１１名のうち、標準より上位区分に決定された者が１４３名（１０．９％）、
標準が１，１０８名（８４．５％）、下位区分が６０名（４．６％）であった。

１級

4.2%

１級

4.1%

１級

8.8%

２級

24.1%

２級

25.2%

２級

15.6%

３級

27.4%

３級

25.7%
３級

30.3%

４級

15.3%
４級

15.2%
４級

14.5%

５級

10.8%
５級

10.7%
５級

8.3%

６級
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４４４４　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

（（（（1111) ) ) ) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

千円 千円

（平成２６年度支給割合） （平成２６年度支給割合） （平成２６年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5%～20% ・役職加算　5%～20% ・役職加算　5%～20%

・管理加算15%、25% ・管理職加算10%～25%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

　

1.501.50

1,472

1.45

2.60

1.45

2.60

0.70

岐　　　　　阜　　　　　市 岐　　　　　阜　　　　　県

1.45

―１人当たり平均支給額（平成２６年度）

　平成２６年６月の勤勉手当において、管理職員について、勤務成績の評定を実施し、その結果に基づき、成績率（Ｓ：１０３．
５／１００、Ａ：９８．５／１００、Ｂ：９３．５／１００（標準）、Ｃ：８３．５／１００、Ｄ：７３．５／１００の５段階）を決定している。一般行政
職の管理職２５５名のうち、標準より上位区分に決定された者が６２名（２４．３％）、標準が１９３名（７５．７％）、下位区分が０名
（０％）であった。
　なお、管理職員以外の職員１，１０４名については、勤務成績の評定が未実施のため、成績率に差を設けず、一律の支給
（７０／１００）を行った。

2.60

0.70

国

1,606

１人当たり平均支給額（平成２６年度）

1.50

0.70
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 ( ( ( (2222) ) ) ) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 　　応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 　　応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2%～45%) その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2%～45%)

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２６年度に退職した職員に支給された平均額である。

 ( ( ( (3333) ) ) ) 地域手当地域手当地域手当地域手当

（（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

円

％ 人 ％

％ 人 ％

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の

　　　　給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

　　　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により

　　　　算出。）

49.59

支給対
象地域

573,194支給実績（平成２６年度決算）

3,312

3

区分

49.59

29.145

49.59

医師・歯科医師 12815

23,262

25.55625

34.5825

41.32541.325

34.5825

20.445 20.445

15

100.5

（100.5）

162,240

国の制度（支給率）

3

岐　　　　　　　　　　　阜　　　　　　　　　　　市

49.59

岐阜市

25.55625

49.59

49.59

29.145

医師等

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算）

国

支給対象職員数支給率

医師・歯科医師以外の職種 3,517

地域手当補正後ラスパイレス指数
（ラスパイレス指数）
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 ( ( ( (4444) ) ) ) 特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

支給実績(平成２６年度決算)

支給職員１人当たり平均支給年額(平成２６年度決算)

職員全体に占める手当支給職員の割合(平成２６年度)

手当の種類(手当数) 24

・ 滞納金の徴収又は滞納処分 日額400円

(従事時間が4時間未満) 日額240円

次の業務に従事したとき

・ 日額290円

・ 日額260円

・ 日額110円

・ 日額290円

料金徴収手当 ・

保健福祉事務職員手
当

保健所等医師手当 市民病院以外に勤務す
る医師及び歯科医師

月額140,000円

614,070

386,451

職員が出張し、以下の業務に従事したとき

精神障害者若しくはその疑いのある者
又は結核患者の家庭訪問指導業務

税務事務に従事する職
員

手当名

区　　分

障害者福祉施設等勤
務手当

恵光学園、第二恵光、第
三恵光、ワークス恵光、ケ
アホーム恵光又は日野恵
光に勤務する職員

出張して直接市民に対
する国民健康保険料、介
護保険料、後期高齢者
医療保険料、し尿処理手
数料、育英資金償還金
及び保育料の徴収並び
に滞納整理に従事する
職員

右記業務に従事する職
員

恵光学園に勤務し、指導業務に従事
した場合

第二恵光、第三恵光、ワークス恵光、
ケアホーム恵光又は日野恵光に勤務
する職員が指導業務に従事した場合

151千円

円

％

種類

1,232千円

3,267千円

3,360千円

被保護者及び要保護者の訪問指導
及び行旅病人及び行旅死病人の取
扱業務

左記業務に従事したとき
(従事時間が4時間未満)

全職種

12千円

左記職員に
対する支給単価

支給実績
(平成24年度決算)

日額400円
日額240円

税務手当

主な支給対象業務

43.7

主な支給対象職員

千円

る医師及び歯科医師
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次の作業又は業務に従事したとき

・ し尿浄化槽の検査 日額290円

・ 野犬等捕獲作業 日額290円

(野犬等の処分） 日額320円

・ 日額290円

業務に従事したとき 日額330円

病院等における看護実習に従事したとき 日額290円

・ 病院勤務手当

日額290円

・ 緊急手術手当

日額1,000円

・ 医師手当

・ 夜間看護手当

・

・

放射線取扱手当 放射線取扱いに従事す
る職員

専任教員手当 看護専門学校又は第二
看護専門学校に勤務す
る専任教員

毎月必要経費控除
後の診療利益の100
分の4以内

勤務1回当たり3,300

勤務1回当たり6,800
円

市民病院に勤務する職
員

上記に掲げる職員が正規の勤務時間
以外に緊急手術のために当番を命ぜ
られたとき

医療職給料表の適用を受ける職員又
はこれに準ずる職員が直接医療行為
に従事したとき

防疫等作業手当 右記業務に従事する職
員

助産師、看護師若しくは准看護師
又はこれらに準ずる職員が正規
の勤務時間による勤務の一部又
は全部が深夜において行われる
看護等の業務に従事したとき

市民病院勤務手当

420千円

5,835千円

感染症感染源調査並びに当該調査
に係る検査及び検便作業

勤務時間が深夜の全部を含む

432千円

508,735千円

深夜における勤務時間が4時間

7

・

・

・

・ 分娩手当

・ 1件10,000円

斎場勤務手当 次の業務に従事したとき

・ 事務に従事する職員 日額800円

・ 現業に従事する職員

・ 死体処理作業 各人1体600円

・ 日額800円

次の業務に従事したとき

・ 日額270円

・ 有害ガスの発生する検査業務 日額290円

左記作業に従事したとき 日額500円

右記業務に従事する職
員

7,438千円

勤務1回当たり2,000
円

勤務1回当たり2,900
円

勤務1回当たり3,300
円

斎場に勤務する事務又
は現業に従事する職員

594千円

13,987千円

有害物取扱手当

病院に勤務する医師が分娩に係
る業務に従事したとき

産じょく汚物処理作業又は獣畜
死体処理作業

ばい煙、汚水又はアスベスト等を排出
し、又は発生している施設の立入検査
業務

深夜における勤務時間が2時間
以上4時間未満

清掃手当 環境事業部に勤務し、常
時清掃作業に従事する
職員、東部クリーンセン
ター又は掛洞プラントに
勤務し、ごみ収集作業、
ごみ焼却、埋立作業に従
事する職員、並びに寺田
プラントに勤務し、し尿収
集、し尿処理作業に従事
する職員、又は公園、小
学校、中学校若しくは高
等学校に勤務し、公衆便
所の清掃作業に従事す
る職員

深夜における勤務時間が4時間
以上

深夜における勤務時間が2時間
未満
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次の作業に従事したとき

・ 日額220円

(従事時間が4時間未満) 日額130円

日額320円

(従事時間が4時間未満) 日額190円

・ 日額220円

(従事時間が4時間未満) 日額130円

日額320円

(従事時間が4時間未満) 日額190円

・ 日額220円

(従事時間が4時間未満) 日額130円

・ トンネルの坑内における掘削等の作業 日額560円

(従事時間が4時間未満) 日額340円

・ 当該業務に従事したとき 日額270円

(従事時間が4時間未満) 日額160円

・ 堆肥処理作業に従事したとき 日額500円

次の業務又は作業に従事したとき

・ 食肉検査業務 日額1,100円

・ 汚泥処理作業 日額500円

170千円

高所等作業手当 右記作業に従事する職
員

家畜接触手当 家畜の診療又は人工授
精に従事する職員

当該業務(用地の買収等に関する計画等
の説明の日から起算して1月を経過した日
においてなお終了しない一連の交渉業務
のうち、当該1月を経過した日以後に行わ
れる交渉業務に限る。)に従事したとき

用地交渉及び移転補
償手当

用地の買収交渉又は用
地上に存する立木、建物
その他用地に定着する物
件に係る移転補償の業
務に従事する職員

食肉業務手当 食肉地方卸売市場に勤
務する職員

10千円

167千円

118千円畜産課に勤務する職員

地上又は水面上10メートル以上の足
場の不安定な箇所で行う高層建築
物、ダム、橋りょう等の工事現場の作
業

山、谷、がけ等の高さ10メートル以上
かつ35度以上の斜面上で墜落の危険
が特に著しい箇所において行う工事、
調査、測量等の作業

橋脚の基礎工事その他河川等におけ
るこれに類する工事において水面下4
メートル以上の深所で行う作業

2,521千円

堆肥処理作業手当

上記作業場所が20メートル以上の場
合

上記作業場所が20メートル以上の場
合

8

・ 当該業務 日額390円

・ 当該業務が深夜に行われたとき

れる交渉業務に限る。)に従事したとき務に従事する職員

それぞれ100分の50
を加算した額
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次の業務又は作業に従事したとき

・

・

・

・ 巡回監視 350円

・ 応急作業等 530円

・ 530円以内

・

災害地派遣手当 右記作業に従事する職員

日1日の額にそれぞ
れ100分の50を加算
した額

異常な自然現象又は大規模な事故により
重大な災害が発生し、又は発生するおそ

92千円

本市に災害対策本部が設置されたと
きに、正規の勤務時間に引き続かな
い深夜において緊急の呼出しにより
勤務することを命ぜられ、災害防止の
ための業務に従事したとき

災害応急作業等手当 右記業務又は作業に従
事する職員

本市が管理する河川又は道路若しく
はその周辺において行う作業で上記
作業に相当すると認めるもの

作業が夜間(日没時から日出時までの
間をいう。)に行われた場合

勤務1回当たり1,000
円

本市が管理する道路のうち豪雨等異
常な自然現象により重大な災害が発
生し、若しくは発生するおそれがある
ため通行が禁止されている区間内の
道路若しくはその周辺において行う巡
回監視又は当該道路若しくはその周
辺における重大な災害の発生した箇
所若しくは発生するおそれの著しい箇
所で行う応急作業等

本市が管理する河川の堤防等のうち
豪雨等異常な自然現象により重大な
災害が発生し、若しくは発生するおそ
れがある堤防等において行う巡回監
視又は当該堤防等における重大な災
害の発生した箇所若しくは発生するお
それの著しい箇所で行う応急作業若
しくは応急作業のための災害状況の
調査(以下「応急作業等」という。)

9

・ 当該業務 日額1,000円

（従事時間が4時間未満） 日額600円

・ 当該業務が夜間に行われたとき

消防手当 消防職員 ・ 救急出場手当

・ 救急救命士

・ その他の隊員

・ 火災出場手当

・ 機関員

・ その他の隊員

・ 救助出場手当

・ 夜間特殊業務手当

・ 深夜の勤務時間が5時間を超える

・

・ 深夜の勤務時間が2時間未満

重大な災害が発生し、又は発生するおそ
れがある場合に、本市の区域以外の地域
において、災害応急対策、災害復旧等の
支援業務に従事したとき

それぞれ100分の50
を加算した額

出場1回当たり410
円

出場1回当たり730
円

出場1回当たり1,100
円

出場1回当たり320
円

出場1回当たり420
円

出場1回当たり240
円

出場1回当たり450
円

出場1回当たり310
円

51,953千円

救急業務に従事するため救急自動車
で出場したとき

消火活動に従事するため現場に出場
したとき

救助活動に従事するため現場に出場
したとき

交替制勤務職員が深夜勤務に従事し
たとき

深夜の勤務時間が2時間以上5時
間以下

・ 深夜の勤務時間が2時間未満 出場1回当たり410
円
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大学院担当手当 ・ 教授 月額20,000円

・ 准教授 月額15,000円

・ 講師 月額10,000円

・ 助教 月額5,000円

次の業務に従事したとき

・

・ 日額6,400円

・ 日額6,000円

・ 児童等に対する緊急の補導業務 日額6,000円

・ 日額3,400円

・ 日額3,400円

・ 日額2,400円

・ 入学試験における受験生の監督、採
点又は合否判定等の業務で週休日
等又は週休日等でない土曜日若しく
はこれに相当する日に行うもの

市長が定める対外運動競技等におい
て児童等を引率して行う指導業務で
泊を伴うもの又は週休日若しくは休日
等(以下「週休日等」という。)に行うも
の

学校の管理下に行われる部活動(正
規の教育課程としてのクラブ活動に準
ずるものをいう。)における児童等に対
する指導業務で週休日等又は週休日
等でない土曜日に行うものであって、
当該業務に従事した時間が4時間程
度を超えるもの

教員特殊業務手当 幼稚園、小学校、中学
校、特別支援学校又は
高等学校に勤務する教
諭、助教諭、講師(常勤の
者に限る。)、実習助手又
は養護教員で校長の職
務以外のもの

大学の教員で、大学院研
究科の授業又は学生の
研究指導を常時担当す
る教授、准教授、講師及
び助教

学校の管理下で行う非常災害時等の
緊急業務

非常災害時における児童(幼児を
含む。)若しくは生徒(以下「児童
等」という。)の保護又は緊急の防
災若しくは復旧の業務

児童等の負傷、疾病等に伴う救
急の業務

修学旅行、林間・臨海学校等(学校が
計画・実施するものに限る。)におい
て、児童等を引率して行う指導業務で
泊を伴うもの

8,916千円

4,257千円

10

・ 日額900円

・ 日額900円

・ 日額450円

日額200円

日額270円

(従事時間が4時間未満) 日額160円

 ((((5555) ) ) ) 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２６年度決算）」と同じ年度の４月1日

　　　　現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務

　　　　職員を含む。

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 ( 平 成 ２ ６ 年 度 決 算 )

右記業務に従事する職
員

支 給 実 績 ( 平 成 ２ ６ 年 度 決 算 )

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 ( 平 成 ２ ５ 年 度 決 算 )

支 給 実 績 ( 平 成 ２ ５ 年 度 決 算 )

384

1,258,303

高圧電気作業手当

1,232,806

週休日等でない土曜日又はこれ
に相当する日に業務に従事した
時間が正規の勤務時間に引き続
き夜間に及ぶ程度又はこれと同
程度である場合

教育業務連絡指導手
当

高等学校に勤務する教
諭

上記に掲げる日以外に業務に従
事した時間が正規の勤務時間に
引き続き半日に及ぶ程度又はこ
れと同程度である場合

教務主任、学年主任、生徒指導主事、進
路指導主事又は学科主任の業務に従事し
たとき

週休日等に業務に従事した時間
が終日に及ぶ程度又はこれと同
程度である場合

392

高圧電気(直流にあっては750ボルトを超
え、交流にあっては600ボルトを超える電
圧の電気をいう。)の通ずる施設において
月以上の期間を単位とする定期点検又は
故障時の臨時点検作業に従事したとき

382千円

20千円

　　　　職員を含む。

10



（（（（6666) ) ) ) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

医師・歯科医師以外の
職員の支給額

国の制度
との異同

単身赴任手当を支給さ
れる職員の配偶者等が
居住する借家等に対す
る支給なし（国は支給
あり）

405,293千円

宿日直勤務を命ぜられた職員に勤務１回につき
5,900円（医師・歯科医師の職日直勤務にあって
は20,000円）

2,131千円

225,561千円休日等において正規の勤務時間に勤務したとき
は、勤務１時間につき、勤務１時間当りの給与額
に100分の135を乗じて得た額

一部
異なる

宿 日 直 手 当 8,402千円

支給職員１人当たり
平均支給年額

(平成２６年度決算)

扶 養 手 当

一部
異なる

通 勤 手 当 自動車等交通用具使
用者の距離区分（国は
5km毎、岐阜市は2km
毎）及びその手当額、
自動車等を保管するた
めの経費

同じ

扶養親族のある職員に対して支給
・配偶者は月額13,000円
・その他の扶養親族は月額6,500円
（配偶者がいない場合、1人目のみ11,000円）
・16歳から22歳の子には5,000円加算

240,673円

異動等に伴い住居移転し、やむを得ず同居して
いた配偶者と別居し、単身で生活することを常況
とする職員に月額26,000円（職員の住居と配偶
者の住居との間の交通距離が100km以上である
ときは交通距離に応じ月額58,000円まで加算）

休 日 給

通勤のために要する費用を直接負担している職
員に支給
①交通機関等利用者
　　運賃相当額に応じ月額55,000円まで
②自動車等交通用具使用者
　　2km以上（片道）の使用者に対して距離区分
に応じ月額2,900円から月額34,900円まで
　　自動車等を保管するための経費月額11,000
円まで

単 身 赴 任
手 当

住 居 手 当 ①借家・借間に係る手当
  月額12,000円を超える家賃を負担している職員
に対して家賃相当額に応じ月額27,000円まで

一部
異なる

256,335千円 299,107円

146,574円513,740千円

同じ

夜 勤 手 当

525,100円

同じ正規の勤務時間として深夜（午後10時から翌日
の午前5時）に勤務したときは、勤務１時間につ
き、勤務１時間当りの給与額に100分の25を乗じ
て得た額

支給実績
(平成２６年度決算)

国の制度と
異なる内容

同じ

手当名 内容及び支給単価

532,750円

337,161円

111,243円107,016千円

11

５５５５　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円/ 円

円 円/ 円

円 円/ 円

円 円/ 円

円 円/ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職月数×0.6 円 任期毎

給料月額×在職月数×0.38 円 任期毎

(注）１　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

16,233,600副 市 長

備　　　　考

支給額及び支給範囲

管 理 職 手 当 管理職員の給料表、職務の級、区分に応じて
41,600～137,700円支給。

529,000

市 長

副 市 長

副 議 長 4.15

770,000

700,000

71,316円

は20,000円）

（参考）　類似団体における最高／最低額

6,659千円

副 市 長

市 長

期
末
手
当

588,000

給

料

827,000

1,090,000

890,000

748,000

510,000

議 長

650,000

議 長 　　（平成２７年度支給割合）

区 分

管 理 職 員 特
別 勤 務 手 当

教 員 特 別
手 当

管理職員が臨時又は緊急の必要等により週休日
又は休日等において勤務した場合に、勤務１回
につき、職員の区分に応じ10,000円まで

　　（平成２７年度支給割合）市 長

給 料 月 額 等

748,600

4.15

一部
異なる

170,744円

1,180,000 850,000

高等学校に勤務する教育職員に、職務の級及び
号給の区分に応じ　月額15,900円まで

960,000

375,755千円 824,025円

報

酬
副 議 長

議 員

退
職
手
当

31,392,000

議 員

同じ

2,710千円同じ

700,000

           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 
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６６６６　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

（（（（1111))))部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由
（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

389

2

普通会計　計

61.12

特別行政計

138

415

18

832

普
通
会
計
部
門

470

406

議会

総務 414

特
別
行
政

43.64

287

△ 1

部
門

137

教育部門

952

483

職員体制の見直し

390

1,828

平成２７年

職員数
主 な 増 減 理 由

一般行政計

土木

税務

＜参考＞

対前年
増減数

　　　　　　　　　区　分

　部　門 平成２６年

病院

消防部門

＜参考＞

847

（類似団体の人口１万人当たり職員数

一
般
行
政
部
門

（
福
祉
関
係
を
除
く

）

39

衛生

1

△ 1

52

38

876

労働

小計 951

1,823

（類似団体の人口１万人当たり職員数

△ 1

福
祉
関
係

調理員、校務員業務の一部嘱託化△ 2

医療体制の充実17

職員体制の見直し

△ 5

872

287

13

課の廃止のため

民生

18

43.87

△ 5

4

52

商工

2,6552,660

農林水産

4

442

864

子ども未来部新設

63.90

440

392

△ 4

△ 17

小計

新庁舎建設準備

第二看護専門学校業務移管、退職者嘱託化等

832

12

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

3,828

95

その他

90.66

職員体制の見直し

1,1811,168

96

[△ 3]

13

△ 4

95

[3,770]
＜参考＞

[3,767]

130

下水道 96

8

病院 847 医療体制の充実17

会
計
部
門

公
営
企
業
等

水道

3,836

864

公営企業等会計　計

126

合　　計

12



（（（（2222))))年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　

47歳
～

60歳

区　分

394

人 人

35歳

人

3,836226 507 53

人 人人
職員数

人 人

414 38910 494 455364145 385

人人人

～

人

27歳

44歳

人

以上

計

～

28歳 48歳 52歳

59歳

～

20歳 56歳

31歳

32歳 36歳

～

39歳

～ ～

40歳

未満 23歳

20歳

～

43歳

～～

55歳51歳

24歳

0

2

4

6

8

10

12

14

２
０
歳
未
満

２
０
～
２
３

２
４
～
２
７

２
８
～
３
１

３
２
～
３
５

３
６
～
３
９

４
０
～
４
３

４
４
～
４
７

４
８
～
５
１

５
２
～
５
５

５
６
～
５
９

６
０
歳
以
上

(

%)

構成比 ５年前の構成比

13

（（（（3333))))職員数職員数職員数職員数のののの推移推移推移推移

（単位 ： 人 ・ ％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

      ２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

　　　　　　　年　度
部 門 別

公営企業等会計計 1,181

3,836

1,113

3,853

429 426

452

総 合 計

2,655

1,085

△ 39

(△ 1.9%)

442

120

2,740

3,911 3,812

2,850

△ 75

消　　防

普通会計計

△ 18

△ 195

２７ 年

2,660

394

442

1,961 △ 138

444

(11.3%)

(△ 3.9%)

3,836226 507 53

2,670

職員数

２２ 年

1,168

3,828

1,877

414 389

２６ 年

1,828

392

2,789

２４ 年

3,874

440

1,061

10 494

教　　育

455364

一般行政

460

145

２３ 年

1,911

385

1,142

1,823

390

２５ 年

(△ 9.1%)

(△ 7.0%)1,819

409

過去５年間
の増減数（率）

419

(△ 6.8%)

13



７７７７　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況
　((((1111))))　　　　水道事業水道事業水道事業水道事業
  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費202,814千円を含まない。

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成２７年３月３１日現在の人数である。
      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、
　　　　職員数には当該職員を含んでいない。

イ　 特記事項

なし

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

44.6 370,524 522,232岐 阜 市

団 体 平 均

職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

２６年度 人 　　　　　千円

386,838 116,386

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

一人当たり給与費

千円

6,123

千円 千円

585,632

44.9 348,021 517,229

　　　　　　Ｂ／Ａ

％

14.4

２６年度

82,408

給与費　B/A

千円

6,16595

千円

703,402

純損益又は実 総費用に占める

職員給与費比率 ２５年度の総費用に占める

千円　

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）類似団体平均

　　　　　　Ａ 給　 料

13.8

Ａ  

687,939

千円　 ％

Ｂ　 職員給与費比率

　　質収支

4,768,437

　　　　千円

区　　分 総費用

14

 ③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成２６年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 　　応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2%～20%加算)

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２６年度に退職した職員に支給された平均額である。

岐　　　　　　　　　　　阜　　　　　　　　　　　市 市町村（政令指定都市を除く）公営企業会計

1,641 1,484

2.60 1.50

・役職加算　5%～20%

岐　　　　　　　　　　　阜　　　　　　　　　　　市 市町村（政令指定都市を除く）公営企業会計

20.445 25.55625

24,764 15,286

41.325

１人当たり平均支給額（平成２６年度）

49.59

34.5825

49.59

49.59

29.145

１人当たり平均支給額（平成２６年度）

1.45 0.70
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ウ　地域手当

（平成２７年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在）

支給実績(平成２６年度決算)

支給職員１人当たり平均支給年額(平成２６年度決算)

職員全体に占める手当支給職員の割合(平成２６年度)

手当の種類(手当数)

料金徴収手当 当該業務に従事したとき 日額400円

(従事時間が4時間未満) 日額240円

緊急出勤手当 ・

・ 上記以外の場合

特殊作業手当 次の作業に従事したとき

・ 下水管の掃除又はしゅんせつ作業 日額500円

・ 日額500円

・ 汚水のくみ上げ作業 日額290円

・ 日額270円

右記作業に従事する職
員

218千円

下水処理場において行う下水処理作業

汚水等を排出している施設の立入検査

％

1千円

種類

28.4

9

手当の名称 支給対象職員 支給対象業務
支給実績

(平成26年度決算)
支給額

料金及び負担金等の集
金並びに滞納整理に従
事する職員

正規の勤務時間以外の
時間において緊急出勤
を命ぜられた職員

深夜に緊急出勤を命ぜられた場合 137千円 出勤1回当たり
1,000円

出勤1回当たり
800円

岐阜市

26,957 円

支給実績（平成２６年度決算） 14,026

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

3 95 3

区　　分 企業職員

728 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） 147,645
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・ 有害ガスの発生する検査等の作業 日額290円

変則勤務手当 ・

・ 深夜の全部を勤務 日額1,100円

・ 深夜の一部を勤務(2時間以上) 日額730円

・ 深夜の一部を勤務(2時間未満) 日額410円

高所等作業手当 次の作業に従事したとき

・ 日額220円

(従事時間が4時間未満) 日額130円

日額320円

(従事時間が4時間未満) 日額190円

・ 日額220円

(従事時間が4時間未満) 日額130円

日額320円

(従事時間が4時間未満) 日額190円

・ 日額220円

(従事時間が4時間未満) 日額130円

・ トンネルの坑内における掘削等の作業 日額560円

(従事時間が4時間未満) 日額340円

・ 日額450円

(従事時間が4時間未満) 日額270円

山、谷、がけ等の高さ10メートル以上
かつ35度以上の斜面上で墜落の危険
が特に著しい箇所において行う工事、
調査、測量等の作業

上記作業場所が20メートル以上の場合

橋脚の基礎工事その他河川等におけ
るこれに類する工事において水面下4
メートル以上の深所で行う作業

密閉されたトンネル等内において行う
作業

中部プラントに勤務する
職員

正規の勤務が交替制勤務で当該勤
務において深夜に勤務したとき

右記作業に従事する職
員

26千円

地上又は水面上10メートル以上の足
場の不安定な箇所で行う高層建築
物、ダム、橋りょう等の工事現場の作

上記作業場所が20メートル以上の場合

15



次の作業に従事したとき

・

・

・ 巡回監視 日額350円

・ 応急作業等 日額530円

・ 日額530円以内

・

災害地派遣手当 右記作業に従事する職員

・ 当該業務 日額1,000円

（従事時間が4時間未満） 日額600円

・ 当該業務が夜間に行われたとき

災害応急作業手当 右記作業に従事する職
員 豪雨等異常な自然現象により重大な

災害が発生し、若しくは発生するおそ
れがある堤防等において行う巡回監
視又は当該堤防等における重大な災
害の発生した箇所若しくは発生するお
それの著しい箇所で行う応急作業若
しくは応急作業のための災害状況の
調査(以下「応急作業等」という。)

作業が夜間(日没時から日出時までの
間をいう。)に行われた場合

豪雨等異常な自然現象により重大な
災害が発生し、若しくは発生するおそ
れがあるため通行が禁止されている区
間内の道路若しくはその周辺におい
て行う巡回監視又は当該道路若しく
はその周辺における重大な災害の発
生した箇所若しくは発生するおそれの
著しい箇所で行う応急作業等

河川又は道路若しくはその周辺にお
いて行う作業で上記作業に相当する
と認めるもの

それぞれ100分
の50を加算した
額

異常な自然現象又は大規模な事故により
重大な災害が発生し、又は発生するおそ
れがある場合に、本市の区域以外の地域
において、災害応急対策、災害復旧等の
支援業務に従事したとき

それぞれ100分
の50を加算した
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当該作業に従事したとき 日額300円

(従事時間が4時間未満) 日額180円

日額270円

日額160円

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 ( 平 成 ２ ６ 年 度 決 算 ) 291

支 給 実 績 ( 平 成 ２ ５ 年 度 決 算 ) 27,643

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 ( 平 成 ２ ５ 年 度 決 算 ) 290

支 給 実 績 ( 平 成 ２ ６ 年 度 決 算 ) 27,674

(従事時間が4時間未満)

の50を加算した
額

道路上作業手当 交通を遮断することなく
行う道路上での水道又は
下水道の維持修繕等の
作業に従事する職員

338千円

高圧電気作業手当 右記作業に従事する職
員

高圧電気(直流にあっては750ボルトを超
え、交流にあっては600ボルトを超える電
圧の電気をいう。)の通ずる施設において
月以上の期間を単位とする定期点検又は
故障時の臨時点検作業に従事したとき

8千円
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カ　その他の手当（平成２７年４月１日現在）

　((((2222))))　　　　下水道事業下水道事業下水道事業下水道事業
  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費180,948千円を含まない。

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）類似団体平均

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ　　　　　　Ａ 給与費　B/A 一人当たり給与費

２６年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

２５年度の総費用に占める

手当名 内容及び支給単価
一般行政職の
制度との異同

一般行政職の制度
と異なる内容

支給実績
(平成２６年度決算)

支給職員１人当たり
平均支給年額

(平成２６年度決算)

2,219千円

12,960千円 135,003円

単身赴任手当 － －

677千円 225,796円

夜勤手当 －

宿日直手当 － －

管理職手当 15,195千円 759,754円

管理職員
特別勤務手当

－ －

317,000円

休日給

住居手当

－

通勤手当

一般行政職に同じ 同じ

扶養手当

なし

16,108千円 251,684円

職員給与費比率

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ 職員給与費比率

千円　 ％ ％

1,295 680,929 8.4 9.5

　　質収支

8,090,516

２６年度 　　　　千円 千円　
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（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成２７年３月３１日現在の人数である。
      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には
　　　　職員数には当該職員を含んでいない。

イ　 特記事項

なし

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

２６年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

96 363,517 77,736 104,167 545,420 5,681

１人当たり平均支給額（平成２６年度） １人当たり平均支給額（平成２６年度）

1.45 0.70

岐 阜 市

団 体 平 均 43.9 346,189 515,436

42.4 353,467 473,455

岐　　　　　　　　　　　阜　　　　　　　　　　　市 市町村（政令指定都市を除く）公営企業会計

1,466 1,468

2.60 1.50

・役職加算　5%～20%

6,093

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

・役職加算　5%～20%
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イ　退職手当（平成２７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 　　勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2%～20%加算)

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２４年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（平成２７年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在）

支給実績(平成２６年度決算)

支給職員１人当たり平均支給年額(平成２６年度決算)

職員全体に占める手当支給職員の割合(平成２６年度)

手当の種類(手当数)

118,603 円

41.7 ％

9 種類

23,019 9,151

支給実績（平成２６年度決算） 12,817

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

49.59 49.59

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２６年度決算） 136,352

区　　分 企業職員

4,744 千円

手当の名称 支給対象職員 支給対象業務
支給実績

支給額

岐阜市 3 96 3

29.145 34.5825

41.325 49.59

岐　　　　　　　　　　　阜　　　　　　　　　　　市 市町村（政令指定都市を除く）公営企業会計

20.445 25.55625
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料金徴収手当 当該業務に従事したとき 日額400円

(従事時間が4時間未満) 日額240円

緊急出勤手当 ・

・ 上記以外の場合

特殊作業手当 次の作業に従事したとき

・ 下水管の掃除又はしゅんせつ作業 日額500円

・ 日額500円

・ 汚水のくみ上げ作業 日額290円

・ 日額270円

・ 有害ガスの発生する検査等の作業 日額290円

変則勤務手当 ・

・ 深夜の全部を勤務 日額1,100円

・ 深夜の一部を勤務(2時間以上) 日額730円

・ 深夜の一部を勤務(2時間未満) 日額410円

中部プラントに勤務する
職員

正規の勤務が交替制勤務で当該勤
務において深夜に勤務したとき

763千円

料金及び負担金等の集
金並びに滞納整理に従
事する職員

正規の勤務時間以外の
時間において緊急出勤
を命ぜられた職員

深夜に緊急出勤を命ぜられた場合 47千円 出勤1回当たり
1,000円

出勤1回当たり
800円

右記作業に従事する職
員

3,722千円

下水処理場において行う下水処理作業

汚水等を排出している施設の立入検査

手当の名称 支給対象職員 支給対象業務
支給実績

(平成26年度決算)
支給額
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高所等作業手当 次の作業に従事したとき

・ 日額220円

(従事時間が4時間未満) 日額130円

日額320円

(従事時間が4時間未満) 日額190円

・ 日額220円

(従事時間が4時間未満) 日額130円

日額320円

(従事時間が4時間未満) 日額190円

・ 日額220円

(従事時間が4時間未満) 日額130円

・ トンネルの坑内における掘削等の作業 日額560円

(従事時間が4時間未満) 日額340円

・ 日額450円

(従事時間が4時間未満) 日額270円

次の作業に従事したとき

・

右記作業に従事する職
員 地上又は水面上10メートル以上の足

場の不安定な箇所で行う高層建築
物、ダム、橋りょう等の工事現場の作

上記作業場所が20メートル以上の場
合

山、谷、がけ等の高さ10メートル以上
かつ35度以上の斜面上で墜落の危険
が特に著しい箇所において行う工事、
調査、測量等の作業

上記作業場所が20メートル以上の場
合

橋脚の基礎工事その他河川等におけ
るこれに類する工事において水面下4
メートル以上の深所で行う作業

密閉されたトンネル等内において行う
作業

災害応急作業手当 右記作業に従事する職
員 豪雨等異常な自然現象により重大な

災害が発生し、若しくは発生するおそ
れがある堤防等において行う巡回監
視又は当該堤防等における重大な災
害の発生した箇所若しくは発生するお
それの著しい箇所で行う応急作業若
しくは応急作業のための災害状況の
調査(以下「応急作業等」という。)
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・

・ 巡回監視 日額350円

・ 応急作業等 日額530円

・ 日額530円以内

・

災害地派遣手当 右記作業に従事する職員

・ 当該業務 日額1,000円

（従事時間が4時間未満） 日額600円

・ 当該業務が夜間に行われたとき

当該作業に従事したとき 日額300円

(従事時間が4時間未満) 日額180円

調査(以下「応急作業等」という。)

作業が夜間(日没時から日出時までの
間をいう。)に行われた場合

豪雨等異常な自然現象により重大な
災害が発生し、若しくは発生するおそ
れがあるため通行が禁止されている区
間内の道路若しくはその周辺におい
て行う巡回監視又は当該道路若しく
はその周辺における重大な災害の発
生した箇所若しくは発生するおそれの
著しい箇所で行う応急作業等

河川又は道路若しくはその周辺にお
いて行う作業で上記作業に相当する
と認めるもの

それぞれ100分
の50を加算した
額

異常な自然現象又は大規模な事故により
重大な災害が発生し、又は発生するおそ
れがある場合に、本市の区域以外の地域
において、災害応急対策、災害復旧等の
支援業務に従事したとき

それぞれ100分
の50を加算した
額

道路上作業手当 交通を遮断することなく
行う道路上での水道又は
下水道の維持修繕等の
作業に従事する職員

205千円
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日額270円

日額160円

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（平成２７年４月１日現在）

宿日直手当 － －

手当名 内容及び支給単価
一般行政職の
制度との異同

一般行政職の制度
と異なる内容

支給実績
(平成２６年度決算)

支給職員１人当たり
平均支給年額

(平成２６年度決算)

管理職手当 11,170千円 744,634円

管理職員
特別勤務手当

12,944千円 239,704円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 ( 平 成 ２ ６ 年 度 決 算 ) 208

4,844千円 302,769円

通勤手当 12,800千円 129,290円

単身赴任手当 － －

休日給 1,025千円 170,767円

夜勤手当 2,107千円 210,676円

－ －

住居手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 ( 平 成 ２ ５ 年 度 決 算 )

支 給 実 績 ( 平 成 ２ ５ 年 度 決 算 ) 28,124

292

高圧電気作業手当 右記作業に従事する職
員

高圧電気(直流にあっては750ボルトを超
え、交流にあっては600ボルトを超える電
圧の電気をいう。)の通ずる施設において
月以上の期間を単位とする定期点検又は
故障時の臨時点検作業に従事したとき

7千円

支 給 実 績 ( 平 成 ２ ６ 年 度 決 算 )

(従事時間が4時間未満)

20,011

扶養手当

一般行政職に同じ 同じ なし
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特別勤務手当
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